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ＮＰＯと企業組合
－ 「協同労働の協同組合」 法の制定５年後の展望のために－

石　見　尚　（日本ルネッサンス研究所代表
特定非営利活動法人循環共生社会システム研究所理事）

ＮＰＯと協同組合は競合し対立する組織の
ように見るむきもあるが、実情はかなり異種
のもので、競合するよりは協力・補完しあう
関係にあるものではないかと考える。以下、
ＮＰＯと企業組合を例にとって簡単な比較を
試みる。

１．  公益的・共益的組織が持続する条件

地域で信頼される公益的活動の組織は次の
条件を備えている。

人材面－－組織のコアには、専門分野の経験
が豊かで感じのよい経営者とプロとして
通用する信頼できる技術をもったスタッ
フがいる。

組織面－－運営が民主的で、経営者もスタッ
フもみんなが参画して、政策を決定す
る。その結果、仕事の分担と責任が内と
外に明確で、組織に活力があって明る
く、ボランティアの参加にも組織が開放
されている。

財政面－－自前の財政的基礎があって、経営
責任者、スタッフ、ボランティアが活動

費を自腹を切って負担することがないこ
とはもちろん、経営者、スタッフが所得
（賃金、成功報酬など）を生計費の補助や
自己研修費にあてることができる。

労働面－－経営者、スタッフともに効率よく
働くための労働時間と生活時間の区別が
あり、労働基準がまもられ、すくなくと
も労災保険（医療、休業の補償）、国民健
康保険、失業保険、育児休業を保証され
ている。

２．  ＮＰＯ （特定非営利活動法人） の場合

人材－－　ＮＰＯは活動分野によって違いが
あるが、役員が事業目的の柱になる組織
であるから、寄付を集める場合には概し
て理事長ほか理事は、関係業界に実績を
もって顔がきいたり、マスコミに登場す
るような社会的にネーム・バリュウのあ
る人が望ましい。理事はその職にたいし
て無償であるから、他に収入があること
が条件になる。

ＮＰＯのボランティアの人材については、人
格・体力ともにすぐれ、専門知識および

協同のひろば
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表 － １ Ｎ Ｐ Ｏ の 特 徴
人 材 組 織 労 働

資 格 や トレ
－ ニン グ を
必 要 と する

割 合

平 均 参
加 人 数

平 均 収
入

人 件 費
そ の 他 経

費

年 間 １人
当 り 労 働

時 間

（％ ） （人 ） （万 円 ) （万 円 ) （万 円 ) （時 間 ）

社 会 福 祉 系 26 34 128 54 54 223
教 育 ・ 文 化
・ ス ポ － ツ 系

13 140 170 20 127 123

国 際 交 流
・ 協 力 系

11 50 341 12 215 152

地 域 社 会 系 4 59 201 24 121 94

環 境 保 全 系 12 65 94 9 71 72

保 健 医 療 系 33 52 81 19 55 179

社 会 生 活 系 3 42 125 8 89 139

 備 考 　 経 済 企 画 庁 国 民 生 活 課 「日 本 の Ｎ ＰＯの 経 済 規 模 」（平 成 １０年 ６月 ）

財 政

指 標
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技術面でもプロとして通用する人がのぞ
ましいのであるが、日本の現実では、医
療・保健系以外は高度の資格や技能のト
レ－ニングを必要としない分野の仕事が
多く、参加者は若者や趣味の人、社会的
倫理感から参加する人に偏る傾向があ
る。

組織－－　ボランティアが活動の主役で、参
加は一般に開かれている。そのため緩や
かな参加を含めて、参加者の平均人員の
規模は５０～１００人で比較的に大き
い。しかし政策決定や経営計画は理事の
権限と責任に属し、スタッフやボラン
ティアの経営責任はないから参加しやす
い面がある。

財政－－　財政の収入面は主として会員の会
費と支援者の寄付による。収益事業は目
的でないため、資料やグッズの販売など
臨時収入をもって補填することになる
が、たいした金額にならない。企業や公
共団体の委託事業から収入をはかること

もあるが、やはり委託事業に従事した人
に賃金として支払うのが筋であろう。そ
うでなければ収益事業と見なされて、課
税対象となる額が大きくなる。ＮＰＯの
財政を支援する税制改正が必要である。
現在、ＮＰＯで名目の収入が大きいの
は、介護に従事している福祉のＮＰＯで
ある。「売り上げ」収入が課税対象になる
のは前述のとおりである。

　　　本格的に事務所を構え常勤スタッフや
ボランティアをおけば、年間の固定経費
は、１０００万円はかかるであろう。し
かしＮＰＯには入る財源がないから、年
間支出は平均５０万以下の組織が多く、
常勤スタッフを抱えることができないの
が実情である。したがって、自主的に継
続的な事業を行なうことは困難であっ
て、どちらかというと会議やシンポジュ
－ムなどの啓発的宣伝や短期的なイベン
トを主な任務とすることになる。

労働－－　事業や活動スタイルが財政事情に
よって制約されるため、年間の一人あた
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り労働時間は１５０時間程度で少ない。
これでは、スタッフやボランティアがＮ
ＰＯ活動を通じて専門性を高め、人材を
つくることは難しい。（表－１参照）

３． 企業組合の場合

企業組合は現在２２００ある。その現状を
次の指標によって見よう。

人材－－　　理事はいわゆる有名人でなくと
もよい。指導力（先見性、企画力、人を
束ねる人間的魅力、宣伝・市場開拓力な
ど）のある人材が必要である。理事は組
合員の中から概ね推薦によって選出され
るが、組合員のなかにそのような指導力
のある適材がいなければ、有能な経営体
制を築くことができない可能性がある。
協同組合民主主義にともなう制度的な閉
鎖性と市場経済のなかの企業としての経
営をどう調整するかの問題がつきまと
う。理事は労働と経営の責任を負うので
有償である点が、ＮＰＯと異なる。組合
員は学歴、その他専門資格が加入資格で
はないが、継続的に事業を行なうから、
組合員が組織的に活動できるように、人
間関係を含めた基本的な職場研修と一定
の技能水準を共有するためのトレ－ニン
グは不可欠である。

組織－－　参加は基本的に組合員となること
から始まるので、原則としてボランティ
アに依存する組織ではない。組合員は出
資し組合員の３分の２以上は労働に従事
し、全員が一人一票の議決権をもって経
営に民主的に参加する権利と義務を保障
されている。そのため、仕事に従事する

者の２分の１以上は組合員でなければな
らない。その結果、企業組合では組合員
の規模は、建設業では２００人と大きい
が、他は概して２０人以下の小規模なも
のが多数である。

財政－－　出資金が事業経営の基礎である。
出資金は平均４００～９００万円が多
い。一人あたり平均２０万円前後、多い
人は一人５０～６０万円以上も出資して
いる。企業組合は基本的に事業者の協同
経済事業を行なう協同組合であるので、
公益的活動を行なうことは、根拠法の目
的にはない。そのため、利益は年間、平
均数百万円あるが、剰余金としては公益
性のある活動を自ら行なうために積み立
てる制度がない。

労働－－　組合員は雇用されて働くものでは
ないが、労働基準法に準拠して年間フル
就業する。恒常的ないし長期のボラン
ティア労働に依存することは有りえない
し、いわゆるパ－ト雇用的労働は原則と
して採用しない。ただ、個人の育児や家
庭介護などの事情によって、勤務時間帯
は相互扶助的に融通がつく。

　　　所得は時間制賃金ないし日給・月給制
をとり、月平均２０～３０万円で、一般
企業の労賃水準よりは低いが、「食える」
賃金ではある。精神的に満足感のある働
き方ができることが、低賃金の補償に
なっているのであろうか。（表－２）

４． 何が必要か

　以上、ＮＰＯと企業組合を比較して気づく
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ことは、非営利協同社会の担い手としては、
一長一短があるということである。いま日本
の市民社会にとって必要なものは、公益と共
益を結合した持続可能な自立と自治の原則に
基づくアソシエイションである。いま立法化
の運動を展開している「協同労働の協同組合
法」は、市民の経済生活と社会生活にとって
不可欠な社会資本のような組織でなければな
らない。単にワ－カ－ズ・コ－プ（コレクティ
ブ）の法人格を目指すことにととどまるもの
ではない。それは手段の一つにすぎない。
　「協同労働の協同組合法」が制定されたあ
とに、われわれが着手しなければならないの
は、ＮＰＯと各種の協同組合が地域のなかで
それぞれの特性をいかしかつその足りない点
を補いあうような統合参謀本部的（言葉は適
当でないかもしれないが）機関を創ることで
ある。新法の意味はその点にある。
　本年、７月下旬から８月初旬にかけて韓国
の「生命の森」国民運動の視察を機会に、地
域における市民運動のすすめ方を見てきた。
江原道太白市の例を紹介しよう。
太白（テ－ベク）市は韓国の東北部の太白
山脈のなかの炭坑の町であった。石炭不況の
ため閉山する山が多く、１万４千人いた労働

者はいまでは８００人になってしまった。観
光都市に転換することで地域振興する方針を
たて、一時期カジノをとりいれたが、失業労
働者を観光産業に雇用することはできなかっ
た。失業労働者の就労機会づくりのために、
道有林や民有林の間伐、造林を請け負う組織
として生まれたのが「自活営林共同体」であ
る。この労働者達の技能訓練のために、半官
半民の「自活営林センタ－」が設けられてい
る。
　「自活営林共同体」の組織者は、本部がソ
ウルにある環境市民運動のＮＧＯ、「生命の
森」である。「生命の森」の環境運動は、太
白では失業対策に取り組むことになり、さら
に地域経済の再建と活性化に取り組み、伝統
工芸である人形づくり、木工品づくり、薬草
栽培、荒廃地の改良による食料生産、独居所
帯への給食活動などの事業化をすすめてい
る。これらの団体は「自活センタ－」と総称
されている。「自活センタ－」の運動が定着
すると事業化に入ることになる。発足時は市
の第３セクタ－として始めたが、市民運動と
して自主性を発揮する必要性から労働者協同
組合の方式を検討しはじめている。こうした
諸分野のＮＰＯ，任意団体、第３セクタ－な

表－２ 企 業 組 合 の 特 徴 （平 均 ）（集 中 型 ）

人材 組織

役員選出 組合員数 出資金 売上金 利益

（人） （万円) （万円) （万円) （万円） （歳）

製 造 業 指名推薦 13.4 857 22,239 706 26.5 (52.7)

サ － ビ ス 業 34.7 852 13,542 469 24.1 (53.5)

建 設 業 246.0 478 16,442 375 24.5 (52.2)

食料品・繊維 18.4 739 14,549 167 27.0 (50.4)

卸 ・ 小 売 業 10.2 469 12.549 590 21.4 (53.4)

備考　

財政 労働

指標
平均給与

 全国中小企業団体中央会「企業組合の組織および事業活動の現状と今後の方向 に関する調査

報告書」（平成９年３月）
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どの事業を地域振興の観点から統括する組織
の必要が痛感せれるようになった。そして諸
団体が協議して設立したのが「地域自活後見
機関」である。
　「地域自活後見機関」はＮＰＯや協同組織
や道・市の受託就労グル－プのそれぞれの仕
事の分野に応じて仕事を配分するＮＧＯであ
る。仕事の配分だけではなく、仕事に必要な
資金の手当を行なうため、政府と自治体から
拠出による資金造成を行ない、また仕事を起
こし、それを成功させるための政策プランや
技術開発も行なっている。「自活後見機関」は
その名のとおりＮＰＯ，協同組織、その他の
組織の支援ＮＧＯである。その責任者は館長
と言い、昨年までは無給であったが、本年か
らスタッフと同額の月額１０万円の公費によ
る給与が出ることになった。館長の元さんは
４０才前後と見受けた。もとは福祉関係の仕
事をしていたそうである。スタッフは約１０
人程度で仕事をしている。事務所は市の博物
館を借用している（無償ではないかと思う）。
以上の関係を示したのが図－１である。説明
を省略した部分は図によって情報を得ていた
だきたい。

図－１　韓国のＮＧＯの活動組織
       （太白の例）

５． ５年後の展望

　「協同労働の協同組合法」の成立して５年
後には、市民の労働は、雇用によらない自主
的な働きかた、すなわち自分たちで事業目的
を定め、出資とともに働きのなかから資本を
積立て、自分たちで労働し経営する協同の理
念を具体化する傾向が促進されるであろう。
している。またＮＰＯの事業は現在の１２業
種よりも増え、税制改革によって資金はいま
より豊かになるであろう。労働の価値観の変
化ともに、年金、社会保障をふくめた「基礎
所得」の給付の要望と必要性が出てくるであ
ろう。
　現代社会には、働く意志のある者には働く
場を協同でつくることを保障する企業形態が
必要で、その企業は営利を目的としたもので
はなく、社会の公器、一種の社会資本と考え
る認識が普及するであろう。これらの新しい
タイプの民間企業は、市場経済と非市場経済
の両面と境目で活動するから、営利事業と公
益活動が重なつてくる。そして行政にかわっ
て民間ＮＧＯによる「支援機関」が設立され、



51

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 協同の發見 2001.9 No.111

小数精鋭の有給のマネ－ジャ－とスタッフが
忙しく仕事を活発に行なっているであろう。
現在のＮＰＯの１２業種のなかの最後にある
「以上の団体の運営・助言・支援」を行なう
団体は、単にＮＰＯだけでの支援だけではな
く、協同組合、その他の地域組織を含めて、
縦割りの弊害を是正する横割りの「後見機
関」（支援センタ－）となっているであろう。

（8/4,5に名古屋市で行われた「ＮＰＯ全国
フォーラム２００１ 東海会議」での岩見先
生の報告を「協同の発見」用に加筆・再構成
していただきました。：編集部）
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